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大学図書館職員長期研修の現状と課題
　　　　　　　　　　　　　　　　岡部幸祐
抄録：昭和44年度に文部省と図書館短期大学で始められた大学図書館職員長期研修も平成18年度で38回を
数える。法人化後の大学図書館が置かれている環境，大学図書館職員を対象とする研修全体での位置付けを
確認し，長期研修の持つ意味を再確認する。
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1｡はじめに
　平成18年度の長期研修は７月３日から７月14日
にかけて，筑波大学の情報メディアユニオンと中央
図書館を会場として開催された。梅雨の最中で僻陶
しい天気のもとでの２週間となったが，長期研修を
準備する関係者にとっても，昨年とは少し違った大
学図書館職員長期研修となった。
　大学図書館職員長期研修は，通常，長期研修もし
くは，親しみをこめて「長研」と呼ばれる。この
「長研」という言葉の響きには，大学図書館職員に
とって数ある研修の中でも特別の思いがこめられる
ことが多い。研修の受講生の間で研修修了後も「同
期」として，長く関係が継続されることになるもの
は他にはあまりないであろう。
　長期研修の準備は，例年，前年の年末頃に始めら
れ，年明けの頃には講義科目，日程が決定される。
３月には講師への打診も終わり，４月になるとすぐ
に，各機関へ受講生推薦の依頼の通知が行われる。
　平成18年度の長期研修は例年より早く，前年度
平成17年の９月から準備が始められた。その詳細
については後に述べることとするが，その年の長期
研修が終わり，残務が片付いたすぐ後に，翌年度の
長期研修に向けて研修内容等の見直しが行われると
いう，例年にはないスケジュールで準備が始められ
た。
　講義内容等の検討が終わった後は，平成18年度
も例年のように４月には各機関へ受講生推薦の依頼
の通知が行われ，５月の連休の頃には，各機関から
の推薦をもとに受講生の選考が行われた。応募の倍
率は，ここ数年は約２倍程度となっている。受講生
が決まるとそれぞれの機関，受講生へと受講決定の
通知をし，事前の準俺等をお願いすることになる。
一方，それと並行して，講師の依頼も行われ，講義
要綱の原稿執筆をお願いする。５月中には原稿をと
りまとめ，６月になるとすぐに講義要綱の印刷に取
りかかる。宿泊先，見学先との事前打ち合わせ，講
義会場等の手配確認，文部科学省への連絡，受講生，
１０
講師への様々な連絡等，６月の１ヶ月はあっという
間に過ぎ去り，気がつくと研修開始の日を迎えるこ
とになる。
　長期研修は年度を冠して開催されている。昭和44
年度に始まったこの長期研修は今回で38回を数え
ることになるが，受講生も自分が何回の修了生だっ
たのかを知る人は多くない。
　ここしばらくﾆは毎年40名程度の受講生で開催さ
れていたが･，平成18=年度から５人少なく35人とな
り，少しこぢんまりとした感があﾉったが，逆に受講
生の関係はより緊密なものになったのかもしれな
い。講義内容もこれまでより，マネジメントに比重
を置いたカリキュラムに変更された。このように，
大学図書館が置かれているその時代の要求に合わせ
て，長期研修も少しずり変化しているのである。
　木祖で:は，こめ長期研修の･沿革を見た後，現在の
図書館研修に求められる要件を考察し，平成18年
度の長期研修について報告する。
2｡大学図書館職員長期研修の沿革
　長期研修は昭和44年に文部省と図書館短期大学
との共催で始められた。
　この長期研修の歴史については『図書館短期大学
史　一十七年の歩みー（閉学記念特集）』1）の中に
「『大学図書館職員長期研修』について」としてまと
められている。また，国立国会図書館による「図書
館職員を対象とした研修の国内状況調査（図書館調
査研究リポート　Ｎｏ｡5）」2）の中でも紹介されている
が（詳細はそちらを参照），ここでも簡単にまとめ
ておきたい。
　昭和44年の長期研修は，受講生29名で８月１日
（金）から８月23日（土）の約３週間の日程で行わ
れている。当初は「大学図書館専門職員長期研修」
という名称で開始されたが，「この研修に「専門」
と付すのは過大で穏当でないとの判断」3）により，
昭和46年度から「専門」を取り「大学図書館職員
長期研修」となっている。
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　昭和47年度からは公立大学，私立大学の図書館
職員も受講対象となり，ほぽ現在の長期研修の形が
固まっている。
　昭和54年度には:図書館短期大学が図書館情報大
学となるのに伴い↓ﾉ文部省と東京大学の共催となり，
昭和55年度ｴ=に以東京:学芸大学が共催し開催された
が，昭和::56:
大学との共41
平成ﾚ1こ4=卑]抑
ちﾉは=改めて文部省と図書館情報
となっている。
ﾉに図書館情報大学と筑波大学が統
合されたﾉ政に伴い，平成15年度は筑波大学と文部
科学省=jで共催されている。平成16年4才月１日に国
立大学法人化された後には「主催筑波大学，共催文
部科学省」として開催され，平成ﾚ18/年度からは文
部科学省の共催もなくなり，筑波大学の単独主催と
なった。
　研修の期間は開始当初は３週間（日曜日を除く20
日間）であったが，翌昭和45年度から約４週間
（日曜日を除く24日間）となり，昭和55年度からま
た３週間に短縮され，さらに平成16年度には２週
間へと再度短縮されている。
3｡研修内容，講義科目の変遷
3.1.研修目的
　開始当初の研修の,目的士とされたのは，｢大学にお
ける教育一研究活動の急速な発展に伴い，大学図書
館が，利用者に必要とされる図書館資料および学術
情報を，的確，迅速かつ網羅的に提供することの重
要性がますます高まっている。このためには，利用
者の高度な要求に即応した体制を整備する必要があ
り，その一環として図書館業務の合理化，標準化お
よび機械化による能率向上と，積極的=に行う書誌的
情報の提供等のサービスの質的改善を図らねばなら
ない。これらは従来の図書勉学の知識と技術では処
理しえない而も少なくないので，これらに必要な最
新の知識および技術を，相当の経験を有する図書館
職員に習得させ，その資質の向上を図り，大学図書
館の近代化を促進する。｣4)ことであった。
　その後，研修目的の見直しはされていなかったよ
うだが，図書館短期大学が４年制大学へと移行する
間，共催の変更があった後，再度図書館情報大学と
文部省学術国際局の共催となった昭和57年度には
｢大学における教育・研究活動の急速な進展に伴い，
大学図書館が図書資料を通じ学術情報を，利用者に
迅速かつ的確に供給することの重要性がますます高
まってきている。このため，大学図書館は，利用者
の高度な要求に即応した情報提供体制を整備する必
要があり，また，図書館職員は，学術情報にかかわ
る諸情勢の発展，知識・技術の開発の現状について
習得しておく必要がある。とくに，係長を中心とす
る中堅職員について，最新の知識を教授し，資質の
向上を図る。」と「図書館業務の合理化，標準化お
よび機械化」に関する文言が削られ，対象を「係長
を中心とする中堅職員」と明確にし，「最新知識の
習得」を目的とするものに改められている。
　さらに，昭和61年度からは「大学における教
育・研究活動の急速な進展に伴い，大学図書館がそ
の利用者に対して，学術情報を迅速かつ的確に供給
することの重要性がますます高まってきている。こ
のため，大学図書館の情報提供体制を整備するとと
もに，係長を中心とする中堅職員に対し，学術情報
に係わる諸情勢について最新の知識を教授し，職員
の資質と能力の向上を図る。」と，学術情報のメデ
ィアの広がりに対応するよう改められ，昭和63年
度には，「大学（等）における教育・研究活動の急
速な進展に伴い，学術情報の迅速かつ的確な提供が
重要となっており，大学（等）の中核的な情報資料
センターとしての大学図書館等が果たす役割はます
ます増大している。このため，係長を中心とする中
堅職員に対し，学術情報に関する最新の知識を教授
し，職員の資質と能力の向上を図ることにより，大
学図書館（等）の情報提供サービス体制を充実する。」
（「等」は平成14年度から付されている。）となり，
大学回書館が「大学の中核的な情報資料センター」
であるとの位置付けが明確にされている。この研修
目的は平成15年度まで続いた。
　平成16年度には，法人化に伴う見直しが行われ，
「全国の国立大学図書館等の中堅職員に対し，学術
情報に関する最新の知識を教授するとともに，回書
館経営・情報サービスの在り方について再教育を行
い，職員の能力の向上を図ることにより，大学図書
館等の情報提供サービス体制を充実させることを目
的とする。」と経営を意識した目的となった。さら
に平成18年度からは，「全国の国立大学図書館等の
中堅職員に対し，学術情報に関する最新の知識を教
授するとともに，図書館経営・情報サービスの在り
方について再教育を行い，職員の資質とマネジメン
ト・企画等の能力の向上を図ることにより，大学図
書館等の情報提供サービス体制を充実させることを
目的とする。」と，より経営及びマネジメント・企
画能力への比重を強調したものとなっている。
3｡2.受講資格・受講生
　昭和44年度の受講資格は，「大学図書館において，
図書館職員として専門的業務に10年以上（大学卒
業者にあっては５年以上）の経験を有し，おおむね
40才以下で，大学長が推せんする者」5）となってい
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る。
　研修定員は，「ａ人文・社会系分野を主たる奉仕
対象とする図書館職員　10名，ｂ理工系（数理系，
化学系等）の分野を主たる奉仕対象とする回書館職
員　10名，ｃ生物系ぺ医学，薬学，農学系等）の分
野を主たる奉仕対象とする図書館職員　10名」と分
野ごとに定員が定められていた。また，図書館の規
模により，「附属図書館専任職員数　100名以上の大
学　３名以内，50名－99名の大学　２名以内，49
名以下の大学　１名以内」と推薦可能な人数も定め
られていた。この分野ごとの定員は，昭和53年度
から人文・社会科学系と自然科学系の２区分とな
り，昭和63年度には廃止されている。
　平成16年度からは，業務経験について「大学卒
業者にあっては５年以上」の制限を廃止し「国立大
学等の図書館職員として専門的業務に10年以上の
経験を有する者」だけとなり，受講資格の年齢も
「36歳以上45歳以下の者」とし，定員もそれまで
「30名」とされながら実際には40名程度が受講して
いるという現実に即した形で「約40名」と変更さ
れた。
　さらに平成18年度には，「係長クラスで当該年度
中に年齢36歳以上45歳以下である者（ただし，数
年程度超えた（満たない）者で，特別の事情がある
場合，定員枠内で認めることがある。）」とし，受講
資格として係長クラスであることを明確に求めると
同時に，国立大学等の図書館職員としての経験は
「専門的業務に８年以上の経験を有する者」と改め
られている。
　受講生についてみてみると，講義要綱に参加者名
簿が掲載されている昭和46年度からの３年間で男
女別人数は，昭和46年度，男性31名，女性２名，
昭和47年度，男性29名，女性４名，昭和48年度，
男性28名，女性６名で，年々女性が増加している
が１割から２割にとどまる。
　それに比して，最近３年間の男女別人数は次の表
のとおりで，この数年は，女性の比率が６割を超え
ている。
　　　表１　受講生男女別人数（最近３年間）
受講者
男性
女性
H16
??
?
??
?
??
??
H]L7
???ー?????
??
???
H18
????????????
???
??
　所属機関別でみると，平成]L8年度の比率は図１
のとおりで，この数年では，公立大学，私立大学の
比率が増加している。
１２
私立
14%
公立
6%
共同利用機関
　　11%
図１　受講生の機関別構成
3｡3.講義科目
　昭租44年度の講義科一目は次のようになっている6)。
(1)近代的大学図書館員のあり方
(２)大学図書館管理運営論
(３)大学図書館建築論ﾉﾀﾞ　‥　　尚
(４)大学図書館業務の合理化，標準化について
(５)大学図書館業務の機械化について
(６)機械化標準化のための目録・分類・索引作業
　　　(イ)目録法
　　　(ロ)米国議会図書館分類規則の解説と実習
　　　(ハ)ＭＡＲＣについて
　　　(ニ)件名，索引法とＭＥＤＬＡＲＳについて
（７）
（８）
(9)
(10)
参考調査法
参考図書（レファレンスツールズ）の構成と
利用について
（イ）人文社会科学系
（ロ）理工学系
（ハ）生物科学系（医学，薬学，農学を含む）
国家公務員の労務管理
見学実習
　このように，当初は図書館業務の機械化，参考業
務に関する講義に多くの時間が割かれている。
　講義１コマも100分と現在より長く（現在は90
分），ほとんどの科目が２コマ単位で構成され，実
習の時間も多く取られている。
　昭和46年度以降は，全体を７～９程度の項目に
区分し，その各項目に講義を配分しカリキュラムを
組織している。昭和46年度には，「序論」「大学回
書館管理運営論」「回書館業務の合理化・機械化」
「図書館業務の標準化」「情報システム論」「文献情
私立大学図書館職員
　　　　3%
　国会図書館職員
2%
国立大
図２　講師内訳
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文部科学省
報活動のための資料論の展開」「二次情報活動」「参
考図書（レファレンスツールズ）の構成と利用」
「特別講義」「見学」と区分されている。
　大学図書館の管理運営についての科目は当初から
講義されており，これは現在まで引き続き開講され
ている。
　昭和50年代には，書誌調整とMARCに関する講
義も開講され，昭和59年に文献情報センターの目
録所在情報サービスが開始されると，関連講義が行
われるようになる。また，50年代後半からは，情報
検索や２次情報データベースに開する講義が始まっ
ている。
　平成の時代に入ると，学術情報流通に開する講義
が行われるようになる。「電子図書館の動向と課題」
の講義は平成５年度から行われているが，平成10
年に京都大学附属図書館と筑波大学附属回書館で電
子図書館サービスが開始されると，電子図書館関連
の講義が２コマから３コマヘ，平成12年度からは
電子図書館的機能の項目としてまとまって数科目置
かれるようになる。情報サービス論の講義も平成12
年度から始まっている。また，国立大学の法人化を
控えた平成13年度からは，大学改革と図書館に関
する講義が始まり法人化への対応が講義に盛り込ま
れている。
　平成16年度に,ヽ研修期間が２週間となったこと
により，全体のコマ数が56コマから36コマと20コ
マ減ることになった。講義科目としては，前年度の
39科目から29科目へと減少し，関連する講義が統
合，整理された。見学も７ヵ所から１ヵ所へと減ら
され，グループ討議や演習関係の時間も減らされて
いる。
　平成17年度には，「図書館経営論」「学術情報流
通論」「情報サービス論」「企画立案演習」「見学」
私立大学図書館職員
　　　　3%
国立大学図書館職員
　　　　21%
私立大学教員
　　3%
文部科学省
　　7%
国立大学教員
　　18%
図３　講師内訳（最近3年間）
筑波大学教員
　　27%
と５項目になり，平成18年度には，「図書館マネジ
メント総論」「学術情報流通等各論」「企画立案演習」
「見学」とさらに大きく4項目にまとめられている。
　また，講師について昭和44年度から現在までの
全体の内訳を，その所属，身分でまとめてみると図
２のようになる。主催する図書館情報大学（平成15
年度以降は筑波大学）の教員（19％）とその他の国
立大学教員（28％）でほぼ半分を占めている。また，
国立大学図書館の図書館員も21％と多く，国会図
書館，私立大学の図書館員と合わせると，約４分の
１となる。
　最近３年間でみると，教員の中でも筑波大学の教
員の割合が増加し，民間機関からの講師の割合も増
加している。
4｡国立大学法人化後の長期研修
　平成16年４月の国立大学法人化は長期研修にも
影響を与えることになる。
　まず，法人化による組織の改変に伴い，長期研修
の担当事務が図書館情報大学時代から引き継いで担
当していた，筑波大学附属図書館図書館情報学図書
館(旧回書館情報大学附属図書館)'から，附属図書
館情報管理課へと変更され，情報管理課の企画渉外
孫が中心となって行うこととなった。また，研修期
間も16年度から２週間となり，平成16年度と17年
度は，そのすべての日程を国立オリンピック記念青
少年総合センターで実施している。
　法人化後も文部科学省との共催として開催された
が，これも平成18年度からは，筑波大学での単独
での開催となった。このように法人化も２年が経過
し,大学図書館の置かれている環境も大きく変化し，
長期研修の位置付け，研修目的を改めて確認し，今
日的な研修として再構成する必要が生じてきた。
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　このような中，長期研修の見直し，平成18年度
の長期研修の計画策定を行うため，筑波大学附属図
書館では，館内に長期研修検討プロジェクトを立ち
上げ，平成17年９月から検討ﾉを始めた。
　検討の内容を述べる前=に4/=/長期=研修の置かれてい
る位置付け，検討の背景を明:確にするために，現在
大学図書館職員向けに行われている研修を概観し，
次に大学図書館職員の育成及び研修に求められてい
るものをまとめてみたい。
5｡大学図書館職員向け各種研修
　主催機関により，国立大学図書館協会及び国立大
学法人で行っている研修，国立情報学研究所で行っ
ている研修，それと国立国会図書館で行われている
研修に分けられるが，その内，前2者においては全
体として大学図書館職員を育成する研修として連携
して実施されている。
5｡1.国立大学図書館協会及び国立大学法人等が実
施する研修
（１）大学図書館職員長期研修
　　　主催　筑波大学
　　　対象　係長クラス
　　　期間　２週間
（２）マネジメント・セミナー
　　　主催　国立大学図書館協会
　　　対象　館長，部・課長，事務長等
（３）各地区協会フレッシュ・パーソン・セミナー
　　　主催　国立大学図書館協会
　　　実施　各地区協会にて開催
　　　対象　採用されて１年前後の図書系職員
（４）漢籍担当職員講習会（初級・中級）
　　　主催　京都大学人文科学研究所附属漢字情報
　　　研究センター
　　　期間　初級：５日間
　　　　　　中級：５日間
（５）漢籍整理長期研修
　　　主催　東京大学東洋文化研究所
　　　期間　講義及び実習　５日間
　　　　　　所属図書館にて自習　約２ヶ月
　　　　　　講義及び実者　５日間
（６）西洋社会科学古典資料講習会
　　　主催　一橋大学社会科学古典資料センター
　　　期間　４日間
（７）アーカイブズ・カレッジ（史料管理学研修会）
　　　主催　大学共同利用機関法人人間文化研究機
　　　構国文学研究資料館
　　　期間　長期コース　前期19日間，後期19日間
14
短期コース　10日間
5｡2.国立情報学研究所が実施する研修
　国立情報学研究所ではIT人材育成事業として，
｢大学等にお:いて六日本の学術情報基盤を支える人材
の育成に積極ﾐ的拡取ﾚり組むため｣ﾀﾞ7)，次のような教
育研修事業を行っているﾉ。■■■　■
（１）
（２）
（３）
（４）
（５）
（６）
（７）
（８）
（９）
(10)
巾)
大学図書館職員講習会:(4::i:間）:
目録システム講習会（３ 日/間ド:
ＩＬＬシステム講習会（２日間）
総合目録データベース実務研修（２週間）
学術ポータル担当者研修（３日間）
学術情報リテラシー教育担当者研修（３日間）
情報処理軽井沢セミナー（４日間）
情報セキュリティ担当者研修（３日間）
ネットワークセキュリティ担当者研修（３日
間）
ネットワーク管理担当者研修（３日間）
国立情報学研究所実務研修（１年以内）
　上記のうち（１）大学図書館職員講習会は，長期
研修の対となる研修として，長期研修に対して「短
期研修」と呼ばれることもある。その概要は以下の
通りである。
　目的　大学図書館等の中堅職員に相応しい回書館
　　　　業務の最新の専門知識及び専門的技術を修
　　　　得する。
　対象　大学等の図書館に勤務する，過去に受講経
　　　　験のない常勤の中堅職員（勤務年数２年以
　　　　上，当該年４月２日現在の年齢が35歳以
　　　　下であること。ただし応募状況により，
　　　　36 － 39歳の職員の受講も可とする場合あ
　　　　り。）
　期間　４日間
　　　　東京大学と京都大学の東西２大学で開催さ
　　　　れている。
5｡3.国立国会図書館が実施する研修
（１）資料保存研修
　対象　国内の各種図書館に在職する職員
　期間　１日
（２）資料電子化研修
　対象　大学図書館および公共図書館で資料電子化
　　　　を担当する職員または今後担当する可能性
　　　　がある職員
（３）アジア情報研修
　対象　アジア情報関連業務を担当する国内の大学
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図４　各種研修の位置づけ
　　　　図書館，公共図書館および専門図書館の職
　　　　員
（４）科学技術資料研修
　対象　国内の公共図書館，大学図書館および専門
　　　　図書館の職員
6｡大学図書館職員の育成，研修に求められるもの
6.1.業務レベルによる区分
　前項に挙げた研修を業務レベルで区分し整理して
みると以下のようになる。
Ｏ）基本的業務習得
　ある係でその業務を自立して遂行できるレペル
で，蔵書構成，資料組織，利用者サービス，システ
ム管理等に関する実務を習得する。
　・目録システム講習会等
（２）専門的業務習得
　ある係等でその部署の業務改善等を提案できるレ
ベルで，サービス向上，業務改善等の企㈲立案を習
得する。
　・総合目録データベース研修等
（３）管理的業務習得
　一つの図書館をマネジメントするレベルで，経営
管理全般の事柄を習得する。
　・マネジメント・セミナー等
　この区分において長期研修は，専門的業務習得か
ら管理的業務習得レペルヘの橋渡しとなるものとし
て位置付けられる。
6｡2.学術審議会報告等にみる大学図書館職員の育
成と研修
　次に大学図書館職員が身につけるべき知識，技術
として，研修に求められるものを，これまで学術審
議会においてなされた報告，建議からみていくこと
にする。
　学術審議会は，文部省に対し平成５年12月，「大
学図書館機能の強化・高度化の推進について」8）を
報告し，大学図書館員の育成・確保の項目として，
０）大学図書館員に必要とされる知識，技能，資
質，（２）大学図書館員の専門性の充実・強化，（３）
研修機会の充実，の３つを挙げている。そして，
「（１）大学図書館員に必要とされる知識，技能，資
質」としては，「専門分野に関する主題知識はもと
より，情報処理技術や新しいメディアに関する知識，
情報サービスや利用指導等における利用者とのコミ
ュニケーションを効果的に進める技術と資質，著作
権など大学図書館業務の関連法制についての最新の
知識などが必要である」としている。
　また，司書資格についても「本来は公共図書館員
の養成制度であり，大学図書館具に要請される資質
や能力を修得する仕組みとしては不十分な面があ
る。」と述べ，「大学図書館が必要とする有為な人材
の育成・確保のためには，司書資格とは別に，大学
図書館の専門的職員として必要な高度の知識・技能
を修得するシステムの整備が望まれる」として，大
学図書館関係団体でそのための調査研究を行うこと
を期待している。
「（２）大学図書館員の専門性の充実・強化」におい
ては，「高度で多様な情報サービス機能を提供する
大学図書館の業務に必要な知識，技能，資質のすべ
てを，一人の図書館員に求めることはできない。」
とし，「基本的な知識，技能の上に，さらに各人の
業務遂行のため必要となる特定の知識や技術，例え
ば，情報処理技術や特定専門分野の主題知識などに
関する専門性の育成に努めていくことが望まれる。」
としている。さらに，「（３）研修機会の充実」にお
いて，「研修機会の充実は，大学図書館員としての
資質の向上のため極めて重要である。」とした上で，
「研修計画は，大学図書館員に求められる知識・技
能に基づいて系統的に立てられるべきであり，研修
参加機会の少ない地域等への配慮も必要である。」
と述べる。また，「学術情報センターが実施してい
る学術情報システムにおける各種の図書館サービス
に関する実務研修及び図書館情報大学で実施してい
る大学図書館に関するより広範で体系的な長期研修
等は，それぞれ重要な役割を果たしており，その一
層の拡充と，それに必要な体制整備が期待される。」
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と結ばれている。
　さらに平成８年７月の建議「大学図書館における
電子図書館的機能の充実・強化について」9）の中で，
「電子回書館的機能の整備の方策」として，①資料
の電子化の推進，②施設・設備の整備，③研究開発
の推進，④組織体制の整備，⑤図書館職員の研修の
充実，⑥情報リテラシー教育の支援，⑦著作権への
対応等，大学図書館の方向性を示し，「図書館職員
の研修の充実」として，「図書館職員は，従来の図
書館業務にとどまらず，新たな電子図書館的機能に
即した業務にも対応することが求められる。すなわ
ち，情報処理技術や新しいメディア及び著作権に関
する知識を習得し，電子図書館的機能に係わる研究
開発にも積極的に参画していかなければならない。
このために，学術情報センター等で行っている図書
館職員に対する各種研修事業は一層充実されるべき
である。」と述べている。
　平成18年３月には，科学技術・学術審議会の学
術分科会（研究環境基盤部会学術情報基盤作業部会）
において「学術情報基盤の今後の在り方について
（報告）」1o）がまとめられている。
　この中の「Ｈ　学術情報基盤としての大学図書館
等の今後の整備の在り方について」において，「主
題知識，専門知識，国際感覚を持った専任の図書館
職員が不十分」であるとして，「図書館職員として
の専門知識と経験のほか，特定の専門分野について
の高度の知識を持つサブジェクトライブラリアン」
が必要とされている。また，「回書館職員には伝統
的な図書館業務に関わる理念と知識，技能に加え，
情報通信技術の活用と人的サービスを行うコミュニ
ケーション能力を持った，いわゆるデジタルライブ
ラリアン」も求められている。しかし，「現在の大
学図書館には，そのような人材は少なく，その有効
活用や人材育成への取組みも十分に行われていない
状況である。」とし，「学術情報流通の国際化，教育
研究の国際化に対応できる広い視野を持った人材が
求められている。」と述べられている。
　また，「大学図書館のサービス機能の強化」のた
めの，「高度の専門性・国際性を持った大学図書館
職員の確保・育成方策」として，「こうした人材の
育成のため，例えば，学内や複数の大学による研修
の実施，在職しながらの大学院等での勉学や各種の
研修会への参加の奨励，海外研修の実施」などが必
要であるとされている。また，「こうした専門性を
持った職員のキャリアパスの創出」の検討の必要性，
また，こうした国際性のある職員の育成・確保の方
策としては，「当面，米国のライブラリー・スクー
ル等でのマスター取得者などの人材を確保すること
１６
も考えられる」としている。
6｡3.日本図書館協会の研修事業
　日本図書館協会でも，平成７年に研修問題特別委
員会で研修事業の具体化が提起され，生涯学習審議
会社会教育分科審議会の『社会教育主事，学芸員及
び司書の養成，研修等の改善方策について（報告）』
を経て専門のワーキンググループを設置している。
　平成11年３月から活動している第２次の専門性
の確立と強化を目指す研修事業検討ワーキンググル
ープがまとめた「（第２次）報告書」11）においてWG
は，図書館員の専門性を明らかにするために『大学
図書館の業務分析表』を作成し，大学図書館の業務
を「経営管理」「コレクション・マネジメント」「資
料組織」「利用サービス」「システムの活用と管理」
の５つの項目に分け，さらにそれを細分化した上で
「専門性の高い業務」「大学図書館の基本的業務」
「一般的業務」の３つに区分し，その区分された業
務に対応する形で研修モデルプログラムを提示して
いる。
6｡4. LIPERの取り組み
　一方，日本図書館情報学会では, LIPER
(Library and Information Professions and Educa-
tions Renewal r情報専門職の養成に向けた図書館
情報学教育体制の再構築に関する総合的研究｣＼ 12)に
おいて，図書館情報学教育の再構築に取り組み，そ
の大学図書館班の報告書，『｢司書資格｣と大学図書
館職員に必要な知識・技術－ＬＩＰＥＲ大学図書館班
報告－』13)では，フォーカス・グループ・インタビ
ューと質問紙調査を行った結果から，専門知識体系
を以下の３点にまとめている。
(１)中核となる知識・技術領域
　　　・文献サービスに関する知識・技術
　　　・図書および図書館の知識・技術
　　　・情報サービスに関する知識・技術
　　　・組織化に関する知識・技術
　　　・コレクションに関する知識・技術
(２)実現環境の知識・技術領域
　　　・図書館の基準やしくみに関する知識・技術
　　　・経営管理に関する知識・技術
　　　・情報の流通に関する知識・技術
(３)汎用的・移転可能な知識・技術領域
　　　・コミュニケーションに関する知識・技術
　　　・情報技術に関する知識・技術
　　　・外国語
　また，｢大学図書館における情報専門職の知識・
技術の体系:ＬＩＰＥＲ大学図書館調査から｣14)におい
大学図書館研究ＬＸＸＶＩＩＩ（2006.12）
て永田は，大学図書館における情報専門職の知識・
技術の体系15）を示し，また，「いくぶん個人的な見
解も交えて」16）として，この「大学図書館における
情報専門職に必要とされる知識・技術」について次
のように述べている。電子的なサービスも含めて
「サービスに関わる知識・技術の「必要度」が高
い。」17），現場の職員において「主題知識に対する指
向性」が強く，また，「汎用的・移転可能な知識・
技術も重要だと強く認識」され，特に「企画力やコ
ミュニケーションカ」についての認識が強い。「管
理者の判断と職員との判断とがずれている点」もみ
られ，「中堅と若手職員で若干の認識」の差もみら
れる。
6｡5.大学図書館職員に必要とされる知識，技術
　以上から大学図書館職員に必要とされる知識，技
術としては，以下の６点を挙げることができる。
・専門分野に関する主題知識（を持つサブジェクト
　ライブラリアン）
・情報処理技術や新しいメディアに関する知識
・情報サービスや利用指導等における利用者とのコ
　ミュニケーションを効果的に進める技術と資質
・著作権など大学図書館業務の関連法制についての
　最新の知識
・情報通信技術の活用と人的サービスを行うコミュ
　ニケーション能力を持った，デジタルライブラリ
　アン
・学術情報流通の国際化，教育研究の国際化に対応
　できる広い視野を持った人材
　また，これらの知識，技術を育成できる研修とし
て，（１）中核となる知識・技術領域，（２）実現環
境の知識・技術領域, (3)汎用的・移転可能な知
識・技術領域の３つの領域を考慮したカリキュラム
が必要となる。
　さらに, Web等で研修資料や研修内容を公開す
ることにより，研修参加機会の少ない地域等への配
慮も必要となるであろう。
7｡平成18年度大学図書館職員長期研修
7.1.見直し作業
　見直し作業を進めるにあたって，長期研修検討プ
ロジェクトでは，検討の前提として以下の４点が挙
げられた。
（１）国立大学図書館職員の資質向上が国立大学図
　　書館協会全体の課題として認識されているこ
　　とから，国立大学図書館協会に設置されてい
　　る人材委員会では，現職職員に対する研修全
　　般について検討されている。その中では長期
　　研修のカリキュラムのあり方も議論されてい
　　る。
（２）人材委員会では，国立情報学研究所が主催す
　　る「大学図書館職員講習会」（短期研修）と連
　　携性のある研修内容とすることが期待されて
　　いる
（３）カリキュラムの体系性や講義内容の精査が必
　　要とされている。
(4) 2週間の講習内容となって２回長期研修を実
　　施した経験を踏まえ，主催機関として見直し，
　　改善を行う必要がある。
　長期研修検討プロジェクトでは，国立大学図書館
協会人材委員会人材育成班及び国立情報学研究所開
発・事業部とも打合せを行い，長期研修を次のよう
に位置付けた。
　長期研修は大学図書館職員講習会の次のステップ
として位置し，専門的業務習得レベルから管理的業
務習得レベルヘの橋渡しとなる総合的な研修とし
て，
・専門的知識をコアにして状況に応じて展開できる
　能力を養う研修とする。
・専門的知識・応用的知識・一般的知識をもとに，
　新しい動向に対応し，学問的知識に裏付けられた
　形でマネジメントが出来るようになる研修とす
　る。
　カリキュラムの構成については，
（１）図書館情報学という学問的根拠に裏付けられ
　　　た図書館経営
（２）図書館経営に対する異業種の観点
（３）実践に対応していて使える研究成果
（４）図書館経営に問する講義と専門分野に問する
　　　講義
（５）情報サービスに関する講義
（６）特色のある専門的知識の講義
（７）利用者の情報行動の認識
（８）ケーススタディの導入
（９）班討議における助言者
を考慮したものとすることとなった。
　また，研修目的，受講資格も次のように変更され
た。
（１）係長クラスの中堅職員に対して，マネジメン
　　　ト力の養成を中核とした研修を行うことを目
　　　的とする。学術情報等に開する専門的知識や
　　　最新知識の修得や中堅職員としての基本技能
　　　の修得等により研修効果を高めるものとする。
（２）係長クラスの中堅職員で，実施年度中に36歳
　　　以上45歳以下である者（但し，35歳以下の者
１７
大学図書館職員長期研修の現状と課題
　　　でも係長クラスであれば可とする。）
　この検討をもとに，平成18年度の大学図書館職
員長期研修実施要項，研修日程√研修科目の要点が
作成された。
7｡2.平成18年度大学図書館職員長期研修実施要項
１　日的
　全国の国立大学図書館等の中堅職員に対し，学術
情報に関する最新の知識を教授するとともに，図書
館経営・情報サービスの在り方について再教育を行
い，職員の資質とマネジメント・企画等の能力の向
上を図ることにより，大学図書館等の情報提供サー
ビス体制を充実させることを目的とする。
２　主催
　筑波大学
３　期間及び会場
　期間　平成18年７月３日（月）～７月14日（全）
　会場　筑波大学春日地区情報メディアユニオン２
　　　階ホール及び中央図書館集会室
４　受講者
け）資格
　受講者は原則として次の各号に該当するものとす
る。
　1-1　係長クラスで当該年度中に年齢36歳以上45
　　歳以下である者（ただし，数年程度超えた（満
　　たない）者で，特別の事情がある場合，定員枠
　　内で認めることがある。）
　1-2　国立大学等の図書館職員として専門的業務
　　に８年以上の経験を有する者
　1-3　所属大学（機関）の長が推薦する常勤図書
　　館職員
（２）定員　約35名
５　研修申込及び受講者の決定
（１）申込み方法
　各大学（機関）の長は受講希望者についてとりま
とめ，別紙様式により平成18年４月24日（月）（必
着）までに，筑波大学長あてに推薦すること。
　なお，同一の大学（機関）から２名以上を推薦す
る場合は優先順位を付すること。また，該当者がい
ない場合にも，その旨回答すること。
（２）受講者の決定
　前項により推薦された者の中から推薦理由等を考
慮の上受講者を決定し，各大学（機関）の長に通知
する。
６　研修科目及び講師
　別紙のとおり
７　研修の方法
　１時限90分程度とし，講義・演習を行う。
１８
　なお，必要に応じて事前アンケート，課題等の提
出を課す。
８　経費
　研修費は無料とする。国立大学法人並びに大学共
同利用機関法人に所属する者の研修旅費（旅費，滞
在費）は，本人の指定口座に振り込む。
９　宿泊施設
　つくば市内のホテル（宿泊日：７月２日～13日）
10　修了証書
　この研修において所定の課程を｀修了した者には，
修了証書を交付する。
7｡3.研修科目の要点
Ｉ。図書館マネジメント総論
①経営学人門
　経営学の基礎知識，大学図書館経営の参考となる
経営論・経営戦略と事例，今後の大学における組織
のあり方，中堅職員の役割などについて講義する。
②大学と大学図書館（図書館の位置付けと役割）
　法人化後の国立大学の現状と課題，大学における
図書館の位置付けや役割，今後のあり方などについ
て講義する。
③大学図書館職員の新たな役割（日本及び海外の動
向）
　日本及び海外大学図書館における図書館職員の役
割，その特徴や問題点，今後の新たな役割や将来像，
展望などについて講義する。
④大学図書館経営の実際（企画・予算・広報）＜ケ
ーススタディ＞
　実際の大学図書館経営を担っている管理職の立場
から，具体的な企画，予算獲得，広報などの事例を
もとに，大学図書館経営のあり方や課題などについ
て講義する。
⑤班別討議（大学図書館経営）
　①～①の講義を受けて，意見交換を行い，図書館
経営における中堅職員の役割などを検討する。
⑥レポート作成（大学図書館経営）
　①～④の講義や班別討議を通して，受講生なりの
考え方や意見をA4一枚にまとめ提出する。
ｎ。学術情報流通等各論
①図書館建築と設備
　図書館建築の考え方，面積基準，安全対策，サイ
ン計画，バリアフリー環境などについて，最近の動
向や実例を挙げて図書館施設全般について講義す
る。
②学術情報コミュニケーションの動向
　近年の電子図書館，ＳＰＡＲＣ，電子ジャーナルヘ
の取り組みや,機関リポジトリなどの動向を踏まえ，
大学図書館研究ＬＸＸＶＩＩＩ（2006.12）
今後の学術情報コミュニケーションのあり方や展望
について講義する。
③電子出版の動向
　出版・印刷業界の視点から，従来の出版物も含め，
電子出版物の国内外の最新動向及び今後の展望につ
いて講義する。
④古典資料の保存と利用
　大学図書館における古典資料の保存方法や利用上
必要な配慮などについて講義する。
⑤利用者の情報行動
　情報行動論の基礎的知識，教員や学生の情報行動
の具体例，情報行動に配慮した図書館サービスのあ
ミり方などについて講義する。
⑥研究者のアクセス手法
　化学分野の研究者の立場から，研究手法，研究資
料の収集・活用方法，学生の指導方法等の例を挙げ
て,ﾐ理系研究者が求める図書館，資料，図書館職員
のあごり方について講義する。
⑦社会科学系図書館に期待するもの
　社会科学系の研究者の立場から，研究手法，研究
資料の収集・活用方法，学生の指導方法等の例を挙
げて，社会科学系研究者が求める図書館，資料につ
いて講義する。
⑧情報リテラシー教育等の活動＜ケーススタディ＞
　東北大学等における情報リテラシー教育や教材作
りの様々な活動と成果，今後のあり方や課題などに
ついて講義する。
⑨顧客志向の戦略　＜ケーススタディ＞
　インターネット書店を大きく展開してきた立場か
ら，顧客ニーズ把握とそれを踏まえた戦略の立案や
実践例，今後の展望や課題，大学図書館への対応な
どについて講義する。
⑩図書館の顧客戦略　＜ケーススタディ＞
　最近の公共図書館等で顧客獲得・顧客満足の観点
から実施した新たなサービスについて例を挙げて講
義する。
⑩電子図書館の顧客戦略
　最近のHP, OPAC, Google,電子図書館等の情
報発信手法の問題点を挙げ，新たな情報発信技法の
提案などを含め，今後の方向性や展望等について講
義する。
⑩班別討議（顧客志向サービス）
　⑨～⑩の講義を受け，大学図書館における顧客志
向サービスを検討する。
⑩大学図書館の危機管理１
　大学図書館現場で頻発する様々な利用者とのトラ
ブルと対応策の事例を挙げて，接客の技法や考え方
なども含め，危機管理への対応策などについて講義
する。
他大学図書館の危機管理２（全体討議）
　⑩を踏まえ，各館の具体例について講師，受講生
とで意見交換を行い,事例や解決策などを検討する。
⑩ＣＡＴ/ＩＬＬ共同事業構想の歴史と課題
　ＣＡＴ/ＩＬＬ共同事業の設立時の理念や今日までの
活動と成果，近年特に顕在化してきた課題，新たな
将来像や展開などについて講義する。
⑩大学図書館の実務的諸課題＜ケーススタディ＞
　大学図書館現場での様々な実務的課題について，
補足的な講義と意見交換を行う。
⑤図書館と著作権
　図書館をめぐる著作権の基本的な考え方，インタ
ーネットの普及に伴う著作権の新たな動きと今後の
あり方や方向性，展望などについて講義する。
Ⅲ。企画立案演習
①プレゼンテーション演習
　企画の発表などをいかに効果的に行い，聞き手に
内容を理解してもらうかを主眼としたプレゼンテー
ション演習を行う。事前に作成してきた内容を散人
が発表し，全員で評価するという形式で行う。
②企画書作成＜ケーススタディ＞
　業務委託等をする際の企画書等の内容や書き方に
ついて，委託を受ける側の立場からどのような企画
書が望ましいか，何を避けてほしいか等について実
例を挙げて講義を行う。
③企画書作成（演習）
　実際に業務委託等をすることを想定し，業務内容
をどう分析し提案するかに主眼をおき，企画書を作
成する。最終的には企画書としてA4二枚で簡潔に
まとめ提出する。
　（テーマは，オリエンテーション時に提示する。）
④企画書作成（発表）
　作成した企画書を数名が発表し，企画内容を中心
に意見交換を行う。
］［V。見学
①見学（国会図書館）
　わが国唯一の国立図書館，納本図書館である国立
国会図書館の見学を行う。
②見学（選択）
　事務局で用意した数機関の見学場所の中から，各
自が興味のある機関を選び見学する。終了後，見学
報告をA4一枚にまとめ提出する。
　（東京大学総合図書館，東京大学柏図書館，明治
大学）
　研修日程については，筑波大学附属図書館の長期
研修のページ
１９
大学図書館職員長期研修の現状と課題
　httｐ://ｗｗｗ.tulips.tsukuba.ａｃ.jｐ/pub/choken/
を参照ください。
8｡おわりに
　大学図書館職員が受けられる研修の中でも，この
大学図書館職員長期研修が果たす役割は大きい。研
修内容もさることながら，過去38回の歴史の中に
連綿と引き継がれる「長研」の持つ意味合い，その
重さがあるように思われる。
　その歴史を意識しつつも，長期研修は，その時代
における大学図書館の置かれている状況，大学回書
館職員に求められる知識，技術を的確に研修内容に
反映していかなくてはならない。
　また，期間が２週間と短くなったことによりカリ
キュラム編成も変更されてきたが，未だ確定したも
のとはなっていない。限られた時間の中でより効果
のある討議，演習のあり方も問われている。
　受講生の評価も踏まえ，他の研修の動向や時代の
趨勢を見据えた上で，効果的なカリキュラムを確定
していくことが課題としてある。そのためにも，大
学図書館職員に必要な知識・技術の体系を明確にす
るためのさらなる検討，研究が求められる。
　同時に，研修の結果をどう評価するかについても
検討すべき課題である。研修の成果目標をどのよう
に設定し，その達成状況をいかに把握できるかの検
討が必要である。
　さらに，長期研修の成果を公開することも必要で
あろう。ＨＰの整備も課題として残る。
　来年度の長期研修に向けて新たな検討がまた始ま
るのである。
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OKABE, Kousuke
Ｌｏｎｇ･termAcademic Librarian Training : Its Present Situationand Issues
Abstract: The Long-term Academic Library Training Program began in ]L969 under the auspices of the
Ministry of Education and the Junior College of Librarianship (ＴｏｓｈｏｋａｎTanki Daigaku), and by 2006 had
met 38 times. This paper reconfirms the important role that the long-term training program plays in the
post-hojinka academic library environment by examining where the it fitsin with other training opportu-
nitiesfor academic library staff.
Keywords: Long-term Academic Librarian Training / University Libraries / Academic Libraries /
Library staff/ Training
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